





　　　事例（Ａ）東京地判平成 6年 1月31日：東京高判平成 6年10月13日（控訴審）
　　　事例（Ｂ）浦和地判平成11年 1 月25日
　　　事例（Ｃ）浦和地判平成11年 3 月 1 日
　（ 2）個人情報保護条例に関連する事例
　　　事例（Ｄ）大阪地判平成 6年12月20日：大阪高判平成 8年 9月27日（控訴審）
　　　事例（Ｅ）大阪地判平成14年12月20日
　　　事例（Ｆ）甲府地判平成15年 3 月18日：東京高判平成15年 9 月24日（控訴審）
　　　事例（Ｇ）熊本地判平成15年 4 月25日
　　　事例（Ｈ）東京地判平成16年 6 月25日
　　　事例（Ｉ）名古屋地判平成20年 1 月31日：名古屋高判平成20年 7 月16日（控訴審）
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H. Minagawa CHUKYO LAWYER
求者本人に訂正決定を行う前に、差止め訴訟の提起を行うことも一方法と考えられる。もっとも、
当該第三者に固有の法律上の利益（行政事件訴訟法第37条の 4第 3項・第 4項）や、その他の要件







































































































































































































事例として、最判昭和29年 7 月19日（土地買収不当処分取消請求事件）最高裁判所民事判例集 8巻
7号1387頁・山本隆司「違法行為の転換」（『行政判例百選Ⅰ（第 6版）90』）182頁～183頁がある。
（14） 例えば、現金出納の権限を有しない村長が、その権限を超えて村の名で他人より金員を借り入れ、
これを現実に受領した場合に、民法第110条の表見代理に該当するものとして、同条の類推適用を
認めた事例として、最判昭和34年 7 月14日（貸金請求事件）判例時報193号16頁・池村好道「自治
体の金員借入れと表見代理」（『行政判例百選Ⅰ（第 6版）11』）24頁～25頁がある。
